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(57)【要約】
　本発明は警告メッセージを用いてユーザの転倒を示す
ための方法及び装置に関する。本発明によれば、装置２
０は、ユーザに装着されることを目的とする転倒検知器
３０によって送信される第１の警告メッセージＦＡＭを
受信するためのユニット２１、第１の警告メッセージは
ユーザと関連して転倒イベントが起こるかどうかを示し
、この第１の警告メッセージは転倒検知器３０によって
検出される気圧データとユーザ運動データによって決定
される；ユーザが位置する場所の気象条件を反映する気
象データを取得するためのユニット２２；上記気象デー
タと所定の基準に基づいて第１の警告メッセージが信頼
できるか否かを決定するためのユニット２３；第１の警
告メッセージが信頼できると決定されるとき転倒警報を
生成し出力するための出力ユニット２４を有する。該装
置は気圧センサによって生成される警告メッセージの信
頼性を決定するために気象データを取得することによっ
て誤報を劇的に削減する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　警告メッセージを用いてユーザの転倒を示すための装置であって、
  前記ユーザに装着されることを目的とする転倒検知器によって送信される第１の警告メ
ッセージを受信する受信ユニットであって、第１の警告メッセージは前記ユーザと関連し
て転倒イベントが起こるかどうかを示し、前記第１の警告メッセージは前記転倒検知器に
よって検出される気圧データ及びユーザ運動データによって決定される、受信ユニットと
、
  前記ユーザが位置する場所の気象条件を反映する気象データを取得する取得ユニットと
、
  前記気象データ及び所定の基準に基づいて、前記第１の警告メッセージが信頼できるか
否かを決定する決定ユニットと、
  前記第１の警告メッセージが信頼できると決定され、前記転倒イベントが起こることを
示すとき、転倒警報を生成し出力する出力ユニットとを有する、装置。
【請求項２】
　前記受信ユニットがさらに、前記転倒検知器によって送信される第２の警告メッセージ
を受信し、前記第２の警告メッセージは前記ユーザと関連して前記転倒イベントが起こる
かどうかを示し、前記第２の警告メッセージは前記転倒検知器によって検出されるユーザ
運動データによって決定され、
  前記出力ユニットがさらに、前記第１の警告メッセージが信頼できないと決定され、前
記第２の警告メッセージが前記転倒イベントが起こることを示すとき、転倒警報を生成し
出力する、
請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記気象データが、気圧、温度、湿度、風力及び風速のいずれか１つを有し、前記所定
の基準が、前記気象条件が良いか悪いかを決定するための各気象データに対する少なくと
も１つの閾値を有する、請求項１に記載の装置。
【請求項４】
　前記取得ユニットが、前記気象データをコールセンター、インターネット、ユーザイン
ターフェース又は第三者のいずれか１つから取得する、請求項２に記載の装置。
【請求項５】
　前記取得ユニットが、前記ユーザが位置する場所の前記気象条件を測定するための測定
ユニットを有する、請求項２に記載の装置。
【請求項６】
　前記測定ユニットが気圧計及び温度計のうちの１つを有する、請求項５に記載の装置。
【請求項７】
　前記生成された転倒警報をコールセンターへ送信するための送信ユニットをさらに有す
る、請求項２に記載の装置。
【請求項８】
　転倒検知システムであって、
  転倒検知器が装着されることを目的とするユーザの転倒を検知するための転倒検知器で
あって、前記転倒検知器は気圧センサと少なくとも１つの運動センサを有し、さらに、
    前記ユーザと関連して転倒イベントが起こるかどうかを示すために、前記気圧センサ
によって測定される気圧データと、前記少なくとも１つの運動センサによって検出される
ユーザ運動データに基づいて、第１の転倒警告メッセージを生成するための第１のユニッ
トと、
    前記ユーザと関連して前記転倒イベントが起こるかどうかを示すために、前記少なく
とも１つの運動センサによって検出されるユーザ運動データに基づいて第２の転倒警告メ
ッセージを生成するための第２のユニットとを有する、転倒検知器と、
  請求項１乃至７のいずれか一項に記載の装置とを有する、転倒検知システム。
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【請求項９】
　コールセンターをさらに有する、請求項８に記載の転倒検知システム。
【請求項１０】
　前記少なくとも１つの運動センサが加速度計を有する、請求項８に記載の転倒検知シス
テム。
【請求項１１】
　転倒検知法であって、
  ユーザに装着されることを目的とする転倒検知器によって送信される第１の警告メッセ
ージを受信するステップであって、前記第１の警告メッセージは前記ユーザと関連して転
倒イベントが起こるかどうかを示し、前記第１の警告メッセージは前記転倒検知器によっ
て検出される気圧データ及びユーザ運動データによって決定される、ステップと、
  前記ユーザが位置する場所の気象条件を反映する気象データを取得するステップと、
  前記取得される気象データ及び所定の基準に基づいて、前記第１の警告メッセージが信
頼できるか否かを決定するステップと、
  前記第１の警告メッセージが信頼できると決定され、前記転倒イベントが起こることを
示すとき、転倒警報を生成し出力するステップとを有する、転倒検知法。
【請求項１２】
　前記転倒検知器によって送信される第２の警告メッセージを受信するステップであって
、前記第２の警告メッセージは前記ユーザと関連して前記転倒イベントが起こるかどうか
を示し、前記第２の警告メッセージは前記転倒検知器によって検出されるユーザ運動デー
タによって決定される、ステップと、
  前記第１の警告メッセージが信頼できないと決定されるとき、前記第２の警告メッセー
ジが前記転倒が起こることを示すかどうかを決定するステップと、
  前記第２の警告メッセージが前記転倒イベントが起こることを示すとき、転倒警報を生
成し出力するステップとをさらに有する、請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記気象データがコールセンター、インターネット、ユーザインターフェース又は第三
者のいずれか１つから取得される、請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記気象データが、前記ユーザが位置する場所の気象条件であり、測定ユニットによっ
て測定される、請求項１１に記載の方法。
【請求項１５】
　前記測定ユニットが気圧計及び温度計のうちの１つを有する、請求項１４に記載の方法
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は転倒検知に関し、特に警告メッセージを用いてユーザの転倒を示すための方法
及び装置、並びに転倒検知のための方法及びシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＥＰ　１　６４２　２４８（その内容は参照により本明細書に組み込まれる）は、転倒
検知の信頼性を増すために加速度計と気圧計の両方を使用する装着型マルチモダリティ転
倒検知器を記載する。気圧計によって測定される気圧から、転倒中の転倒検知器の高度変
化を得ることが可能である。通常、転倒検知器の高度は、これが身体の上部に装着される
場合少なくとも５０ｃｍ減少し、これは気圧計によって捕捉されることができる。かかる
転倒検知器は、転倒警告メッセージ及び第三者からの援助のための従来の緊急対応システ
ムにおいて使用されることができる。
【０００３】
　図１は従来技術の緊急対応システム１０の略図である。図１に示される通り、緊急対応
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システム１０は、人体に装着されることを目的とする転倒検知器１１、家庭通信機１２、
及びコールセンター１３を有する。転倒検知器１１によって転倒が検知されると、これは
転倒警告メッセージを家庭通信機１２へ送信する。家庭通信機１２は、例えば電話線など
の通信媒体を介して緊急通報のためにコールセンター１３に連絡する。
【０００４】
　上述の転倒検知器１１は気圧計を組み込むことによって転倒検知の信頼性を増すが、こ
の転倒検知器の検知結果はまさに気圧計の信頼性のために気象条件によって影響される。
特に、転倒の見逃し及び誤報の両方の可能性がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、気圧が嵐の日は低く晴れの日は高いという認識に基づく。さらに、気圧は高
度が減少すると増加し、高度が増加すると減少する。しかしながら、気圧計は嵐などの悪
天候に敏感である。嵐の日の気圧は高度を増加させると思われるレベルに減少するので、
転倒中の減少した高度が打ち消されることになる。そして転倒が見逃される。嵐が止まる
と、気圧は増加し、これは高度を減少させると思われる。これは誤報を生じ得る。嵐が継
続的でない場合、気圧は交互に減少し増加する。気圧計はもはや信頼できない。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は上述の問題に対処する方法及び装置を提供する。
【０００７】
　本発明の一態様によれば、警告メッセージを用いてユーザの転倒を示すための装置が提
供される。該装置は以下を有する。
  上記ユーザに装着されることを目的とする転倒検知器によって送信される第１の警告メ
ッセージを受信するように構成される受信ユニット。第１の警告メッセージはユーザと関
連して転倒イベントが起こるかどうかを示し、この第１の警告メッセージは転倒検知器に
よって検出される気圧データとユーザ運動データによって決定される。
  ユーザが位置する場所の気象条件を反映する気象データを取得するように構成される取
得ユニット。
  上記気象データ及び所定の基準に基づいて第１の警告メッセージが信頼できるか否かを
決定するように構成される決定ユニット。
  第１の警告メッセージが信頼できると決定され、転倒イベントが起こることを示すとき
、転倒警報を生成し出力するように構成される出力ユニット。
【０００８】
　該装置は気圧センサによって生成される警告メッセージの信頼性を決定するために気象
データを取得することによって誤報を劇的に削減する。
【０００９】
　さらなる実施形態において、受信ユニットは転倒検知器によって送信される第２の警告
メッセージを受信するようになっている。第２の警告メッセージはユーザと関連して転倒
イベントが起こるかどうかを示し、この第２の警告メッセージは転倒検知器によって検出
されるユーザ運動データによって決定される。第１の警告メッセージが信頼できないと決
定され、第２の警告メッセージが転倒イベントが起こることを示すとき、出力ユニットは
転倒警報を生成し出力する。
【００１０】
　ユーザ運動データのみと関連する第２の警告メッセージを有効にすることによって、天
候が好都合でない時でも、該装置は転倒イベントを報告することができ、従って転倒イベ
ントの警報の見逃しを避けることができる。
【００１１】
　一実施形態において、取得ユニットは、コールセンター、インターネット、ユーザイン
ターフェース、又は第三者のいずれか１つから気象データを取得する。
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【００１２】
　別の実施形態において、取得ユニットは、ユーザが位置する場所の気象条件を測定する
ための測定ユニットを有する。測定ユニットは気圧計及び温度計のうちの１つを有するこ
とが有利である。
【００１３】
　さらなる実施形態において、該装置は生成された転倒警報をコールセンターに送信する
ための送信ユニットを有する。
【００１４】
　本発明の他の目的及び結果は、添付の図面を参照して以下の記載からより明らかとなり
、容易に理解される。
【００１５】
　本発明はいくつかの実施形態と図面を参照して以下により詳細に記載され説明される。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】従来技術の緊急対応システムの略図である。
【図２】警告メッセージを用いてユーザの転倒を示すための本発明にかかる装置のブロッ
ク図である。
【図３】本発明にかかる第１及び第２の警告メッセージの生成を示す。
【図４】本発明にかかる転倒検知法のフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　図中の同じ参照符号は同様の又は対応する特徴及び／又は機能を示す。
【００１８】
　本発明の実施形態は図面を参照して以下により詳細に記載される。
【００１９】
　図２は警告メッセージを用いてユーザの転倒を示すための本発明にかかる装置２０の構
造のブロック図である。
【００２０】
　装置２０は、上記ユーザに装着されることを目的とする転倒検知器３０（図３参照）に
よって送信される第１の警告メッセージＦＡＭを受信するように構成される受信ユニット
２１を有し、第１の警告メッセージはユーザと関連して転倒イベントが起こるかどうかを
示し、第１の警告メッセージが、転倒検知器によって検出される気圧データ及びユーザ運
動データによって決定されることを示す。第１の警告メッセージＦＡＭの生成は図３を参
照して説明される。
【００２１】
　装置２０はさらに、ユーザが位置する場所の気象条件を反映する気象データＷＤを取得
するように構成される取得ユニット２２を有する。
【００２２】
　一実施形態において、取得ユニット２２は、例えば電話を介して局地気象条件を問い合
わせ、気象条件を反映する気象データを得る。気象データは、気圧、温度、湿度、風力、
風速などを有するがこれらに限定されない。
【００２３】
　問い合わせは、コールセンター、又はインターネット上のウェブ２．０サービス、又は
他の第三者によって提供される気象サービスに送信されることができる。自宅の住所はコ
ールセンターに知られているので、自宅周辺のリアルタイムな気象条件がアクセス可能で
ある。
【００２４】
　別の実施形態において、外部（コールセンター、インターネット、ユーザインターフェ
ース又は第三者など）から気象データを取得する以外に、取得ユニット２２はユーザが位
置する場所の気象条件を測定するユニット（不図示）を有してもよい。
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【００２５】
　単純な気象装置は気圧計を使用する。この方法は、密室内の気圧が外の気圧と異なり得
る場合に室内環境の状態を正確に知ることができるという利点を持つ。あるいは、測定ユ
ニットは温度計であってもよい。
【００２６】
　装置２０はさらに、上記気象データ及び所定の基準に基づいて第１の警告メッセージが
信頼できるか否かを決定するように構成される決定ユニット２３を有する。
【００２７】
　決定ユニット２３によって採用される所定の基準は、気象条件が良いか悪いかを決定す
るための各気象データに対する少なくとも１つの閾値を有する。
【００２８】
　例えば、気象データが風速であるとき、採用される所定の基準は、取得される風速と所
定の風速との関係であってもよい。局地気象条件を問い合わせる場合、ユニット２３は気
象条件が良いか悪いかを決定するために以下の所定の基準を使用し得る。例えば５．４ｍ
／ｓ未満など、屋外で風速が低い晴れ又は曇りである場合、気象条件は良好である。雨及
び／又は屋外で風速が高い、例えば５．５ｍ／ｓを超える場合、気象条件は不良である。
【００２９】
　加えて、気象データが気圧である場合、採用される所定の基準は、取得される気圧値と
所定の気圧値との関係、又は、短期間の取得される気圧の変化率と所定の変化率との関係
であってもよい。
【００３０】
　例えば、家庭気象条件を測定する場合、いくつかのアプローチが決定ユニット２３によ
って使用されることができる。１つのアプローチは短期間における気圧計の測定値の変動
をチェックすることである。大きな変動がある場合、気象条件は不良である。そうでなけ
れば良好である。詳細は従来技術に見ることができ、従って本明細書では記載されない。
【００３１】
　別のアプローチは絶対気圧をチェックすることである。海面における晴れの日の標準気
圧は１０１．３２５ｋＰａである。悪天候において、気圧は通常は９７．０乃至１０１．
０ｋＰａである。好天において、気圧は通常は１０２乃至１０３ｋＰａである。地表面が
海面でない場合、悪天候に対する気圧閾値は局地気象履歴値を用いて適宜調整される必要
がある。地表面が高いほど閾値は低くなる。
【００３２】
　本発明はこれらの基準に限定されない。むしろ、所定の基準は取得される温度及び湿度
の値と所定の温度及び湿度の値との関係であってもよい。
【００３３】
　この発明を実行するために上述の基準の組み合わせを考えることが可能であることが当
業者には明らかである。
【００３４】
　装置２０はさらに、第１の警告メッセージが信頼できると決定され、転倒イベントが起
こることを示すとき、転倒警報を生成し出力するように構成される出力ユニット２４を有
する。
【００３５】
　上記の通り、第１の警告メッセージは気象条件によって影響されるので、気象データ及
び所定の基準に基づいて転倒検知器から送信される第１の警告メッセージが信頼できるか
否かを決定することによって、悪天候による誤報を避けることが可能である。
【００３６】
　一実施形態において、受信ユニット２１はさらに、転倒検知器によって送信される第２
の警告メッセージＳＡＭを受信するようになっており、第２の警告メッセージはユーザと
関連して転倒イベントが起こるかどうかを示し、この第２の警告メッセージは転倒検知器
によって検出されるユーザ運動データによって決定される。第２の警告メッセージＳＡＭ
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の生成は図３を参照して説明される。
【００３７】
　第１の警告メッセージが信頼できないと決定され、第２の警告メッセージが転倒イベン
トが起こることを示すとき、出力ユニット２４は転倒警報を生成し出力する。
【００３８】
　上述の装置２０は、天候が好都合でなく第１の警告メッセージの信頼性に影響を及ぼす
ときのみ、ユーザ運動データと関連する第２の警告メッセージを受信するので、装置２０
は第１の警告メッセージを無視し、第２の警告メッセージを採用する。第２の警告メッセ
ージが転倒が起こることを示すとき、従って装置２０は転倒イベントを報告することがで
き、従って転倒イベントの警報の見逃しを避けることができる。
【００３９】
　図３は本発明にかかる第１及び第２の警告メッセージの生成の略図である。
【００４０】
　図３に示される通り、本発明にかかる転倒検知器３０は気圧センサ３１と少なくとも１
つの運動センサ３２を有する。
【００４１】
　気圧センサ３１は気圧データを測定するための気圧計であり、運動センサ３２はユーザ
運動データを測定するための加速度計であることが有利である。
【００４２】
　本発明における気圧センサ３１は気圧を検出することができる気圧計以外のいかなるセ
ンサであってもよく、運動センサ３２はユーザ運動データを検出することができる加速度
計以外のいかなるセンサであってもよいことが、当業者に明らかである。
【００４３】
　検知器３０はさらに、ユーザと関連して転倒イベントが起こるかどうかを示すために、
気圧センサ３１によって測定される気圧データと、少なくとも１つの運動センサ３２によ
って検出されるユーザ運動データに基づいて第１の転倒警告メッセージＦＡＭを生成する
ように構成される第１のユニット３３を有する。
【００４４】
　検知器３０はさらに、ユーザと関連して転倒イベントが起こるかどうかを示すために、
少なくとも１つの運動センサ３２によって検出されるユーザ運動データに基づいて第２の
転倒警告メッセージＳＡＭを生成するように構成される第２のユニット３４を有する。
【００４５】
　上記の装置２０及び転倒検知器３０は、転倒検知器１１及び家庭通信機１２と置き換え
るために図１に示される転倒検知システムにおいて使用されることができる。装置２０は
第１の警告メッセージの信頼性を決定するために気象データを取得するので、この発明に
よって提供される転倒検知システムは誤報を劇的に削減することができる。
【００４６】
　図４は本発明にかかる転倒検知法のフローチャートである。
【００４７】
　本発明にかかる転倒検知法は、ユーザに装着されることを目的とする転倒検知器３０に
よって送信される第１の警告メッセージを受信するステップ４０１を有し、第１の警告メ
ッセージはユーザと関連して転倒イベントが起こるかどうかを示し、この第１の警告メッ
セージは転倒検知器３０によって検出される気圧データとユーザ運動データによって決定
される。ステップ４０１の機能は受信ユニット２１によって実行されることができる。
【００４８】
　該方法はさらに、ユーザが位置する場所の気象条件を反映する気象データを取得するス
テップ４０２を有する。ステップ４０２の機能は取得ユニット２２によって実行されるこ
とができる。
【００４９】
　該方法はさらに、取得される気象データと所定の基準に基づいて第１の警告メッセージ
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が信頼できるか否かを決定するステップ４０３を有する。ステップ４０３の機能は決定ユ
ニット２３によって実行されることができる。
【００５０】
　該方法はさらに、第１の警告メッセージが信頼できると決定され、転倒イベントが起こ
ることを示すとき、転倒警報を生成し出力するステップ４０４を有する。ステップ４０４
の機能は出力ユニット２４によって実行されることができる。
【００５１】
　一実施形態において、該方法はさらに、転倒検知器３０によって送信される第２の警告
メッセージを受信するステップ４０５を有し、第２の警告メッセージはユーザと関連して
転倒イベントが起こるかどうかを示し、この第２の警告メッセージは転倒検知器３０によ
って検出されるユーザ運動データによって決定される。ステップ４０５の機能は受信ユニ
ット２１によって実行されることができる。
【００５２】
　別の実施形態において、ステップ４０３の決定結果がいいえである場合、該方法はさら
に、第２の警告メッセージが転倒が起こることを示すかどうかを決定するステップ４０６
を有する。ステップ４０６の機能は決定ユニット２３によって実行されることができる。
【００５３】
　一実施形態において、該方法はさらに、第２の警告メッセージが転倒が起こることを示
すとき、転倒警報を生成し出力するステップ４０７を有する。ステップ４０７の機能は出
力ユニット２４によって実行されることができる。
【００５４】
　上述の実施形態は本発明を限定するのではなく例示し、当業者は添付の請求項の範囲か
ら逸脱することなく代替的な実施形態を設計することができることが留意されるべきであ
る。請求項において、括弧の間に置かれる任意の参照符号は請求項を限定するものと解釈
されてはならない。"有する"という動詞及びその活用の使用は、請求項又は明細書に記載
された以外の要素又はステップの存在を除外しない。ある要素に先行する不定冠詞"ａ"又
は"ａｎ"の使用はかかる要素の複数の存在を除外しない。複数のユニットを列挙するシス
テムの請求項において、これらのユニットのいくつかはソフトウェア及び／又はハードウ
ェアの１つの同じ項目によって具体化されることができる。第１、第２及び第３などの用
語の使用は、いかなる順序も示さない。これらの用語は名称として解釈されるものとする
。
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